
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0401 05071 事務 その他内部管理事務 －
職員の服務・研修、道議会事務、文
書事務、予算・決算事務等課内に関
する事務全般

中小企
業課

0 0 0 5.5 0.0 5.5 42,955 現状維
持

引き続き、課内の庶務に関する事
務を行っていく。

－ － － － － － － － 現状維
持

0402 一般
中小企業支援対策費（北海道中小
企業総合支援センター事業費補助
金）

④

創造的中小企業育成条例（旧条例）
における事業化資金貸付金（⑲廃
止）の残高分の貸付及び事業運営
に要する経費の一部を補助する。

中小企
業課

0 273,797 273,797 0.4 0.0 0.4 276,921
現状維

持
引き続き、センターの行う中小企業
者に対する各種支援を推進

－ ④ ①

経営相談等、すでに可能な範囲に
おいて非接触型のオンライン開催を
活用するなどして対応済であり今後
も柔軟に対応する予定

－ ⑦ ①
状況に応じ、オンラインでの相談対
応を実施しているところ

○ ①
ホームページを用いた情報提供や
オンライン対応など非接触を意識し
た業務運営に取り組んでいる

○

団体から提出された人員の適正化
に向けた計画についての定量的な
分析を行うとともに、さらに妥当性を
確保するべく、他県との比較を実施
したところであり、庁内協議を進めて
いるところ。

抜本的な業務内容の再検討を行
い、必要な業務量に応じた人員の
適正化・スリム化に向けた計画につ
いて、団体と協議を終わらせ、令和
３年度中に確実に策定すること。

現状維
持

団体から提出された人員の適正化
に向けた計画について定量的な分
析を行うとともに、さらに妥当性を確
保するべく、他県との比較を実施
し、庁内協議を進めているところ。

0403 事務 中小企業経営相談室 －
中小企業者等からの経営相談に対
応するため、本庁及び（総合）振興
局に相談窓口を設置する。

中小企
業課

0 0 0 0.2 0.7 0.9 7,029 現状維
持

引き続き、中小・小規模事業者の経
営相談に対応する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0404 事務
（公財）北海道中小企業総合支援セ
ンターに関する事務

－ 団体の運営等に関する事務
中小企
業課

0 0 0 0.3 0.0 0.3 2,343
現状維

持
引き続き、センターの行う中小企業
支援が円滑に進むよう対応する。

－ － － － － － － －
現状維

持

0405 事務 中小企業経営革新支援 －
経営革新支援の企画調整、経営革
新計画の策定指導、承認。承認企
業のフォローアップ。

中小企
業課

0 0 0 0.5 2.8 3.3 25,773 現状維
持

引き続き、中小企業者の経営体質
強化に資する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0406 事務
新型コロナウイルス感染症対策支
援総合相談窓口

－

新型コロナウイルス感染症に関する
支援金や補助金等に係る相談にワ
ンストップで対応するため、本庁及
び（総合）振興局に相談窓口を設置
する。

中小企
業課

0 0 0 0.6 1.4 2.0 15,620 現状維
持

引き続き、中小・小規模事業者の各
種相談に柔軟に対応する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0407 一般 ビジネス海外渡航支援事業費 －

事業活動の維持・継続のためのビ
ジネス海外渡航に必要となる新型コ
ロナウイルス感染症の検査証明書
取得に要する検査費用等を補助す
る。

中小企
業課

0 22,000 0 0.3 0.0 0.3 24,343 終了
新型コロナウイルス感染症対策の
ための単年度臨時的事業であるこ
とから終了

－ － － － － － － － 終了

0408 一般
水産加工関連事業者生産性向上緊
急対策事業費（創生交付金）

－

新型コロナウイルス感染症や、近年
の主要魚種の不漁による影響を受
けている水産加工関連事業者の経
営体質強化に向けた、専門家派遣
等を行う。

中小企
業課

0 71,332 32,831 0.3 0.0 0.3 73,675 終了
単年度臨時的事業であることから終
了

－ － － － － － － － 終了

0409 事務 新商品トライアル制度 －

知事が認定した事業者が生産する
新商品を随意契約制度の活用によ
り購入することにより販路開拓を支
援する。

中小企
業課

0 0 0 0.6 0.5 1.1 8,591 現状維
持

引き続き、制度を活用した販路開拓
の支援を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0410 事務
中小企業者等の受注機会の確保に
関する推進

－
受注機会の確保に関する企画調
整、受注実績の調査、推進方針の
見直し等

中小企
業課

0 0 0 0.9 1.4 2.3 17,963 現状維
持

引き続き、中小企業者等の受注機
会の確保に関して、推進方針に沿っ
た支援を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0411 一般
地域課題解決型起業支援事業（創
生交付金）

②

地域課題の解決に取り組む道内の
起業者の事業に必要な資金調達
や、起業計画策定、事業や経営ノウ
ハウ習得の支援などを行い、起業
に要する経費の一部を補助する。

中小企
業課

0 54,143 27,072 0.9 0.0 0.9 61,172 終了

単年度臨時的事業のため終了。
本事業における応募者は年々増加
しており、起業希望者に対し起業計
画の策定や経営ノウハウの習得な
ど、よりきめ細やかなフォローアップ
を行うことにより起業への支援を行
う必要があることから、今後も継続し
ていくことを検討

－ ④ ①

状況に応じ、オンラインでのフォロー
アップ等を実施しているところ。
今後、企画提案指示書において、オ
ンラインの実施体制について記載す
ることを検討。

－ ⑥ ①

状況に応じ、オンラインでのフォロー
アップ等を実施しているところ。
今後、企画提案指示書において、オ
ンラインの実施体制について記載す
ることを検討。

○ ① 状況に応じ、オンラインでのフォロー
アップ等を実施しているところ。

地域課題の解決に取り組む起業予
定者に対する指導助言と起業に要
する費用の一部助成を実施するとと
もに、創業予備軍等への創業ス
テージに応じたきめ細やかな支援
や、起業者への伴走支援などは重
要であり、取組の一層の推進を検討
すること。

終了

創業の促進のため、創業予備軍等
への創業ステージに応じたきめ細や
かな支援や、起業者への伴走支援
などをより一層推進し、採択予定者
数を30件から40件に増加すること
で、開業率の向上を図る。

0412 一般
北のふるさと事業承継支援ファンド
投資事業有限責任組合に対する出
資金

－

官民連携で設立するファンドからの
資金供給により、事業承継や第二
創業への支援と成功事例の創出・
展開を図る。

中小企
業課

0 24,766 24,766 0.5 0.0 0.5 28,671 現状維
持

引き続き、中小・小規模事業者の事
業の維持・継続を図るため、本事務
事業を通じた必要な支援に取り組
む。

－ － － － － － － － 現状維
持

0413 事務 経営承継円滑化法に係る認定業務 －

中小企業者の事業承継に伴う納税
猶予等に係る認定を行うとともに、
認定後における定期的な確認を行
う。

中小企
業課

0 0 0 1.5 0.0 1.5 11,715 現状維
持

引き続き、認定後における定期的な
確認を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0414 一般 事業再生・承継支援対策事業費 －

新型コロナウイルス感染症の影響
で休廃業の加速が懸念される中、
地域企業の事業再生・事業承継な
ど様々な経営課題の解決のため道
内6圏域の支援拠点体制を強化す
る。

中小企
業課

0 45,000 0 1.0 0.0 1.0 52,810 終了
単年度臨時的事業であるため本年
度で事業終了とし、今後の実施につ
いては別途検討

－ － － － － － － － 終了

0415 一般
新型コロナウイルス感染症中小・小
規模企業緊急総合支援事業

－

新型コロナウイルス感染症により影
響を受けている中小・小規模事業者
に対し、地域における相談体制の構
築や専門家派遣による事業活動の
維持・継続を図るための支援を行
う。

中小企
業課

0 113,016 0 1.0 0.0 1.0 120,826 終了
単年度臨時的事業であることから終
了とし、今後の実施については別途
検討

－ － － － － － － － 終了

0416 一般
商工団体指導事業費（小規模事業
振興指導費補助金）

②

小規模事業者の経営基盤の強化を
図るため、小規模事業者支援促進
法に基づき、商工会及び商工会議
所が行う経営改善普及事業に要す
る経費に対し補助する。

中小企
業課

0 3,904,703 3,904,703 0.7 1.2 1.9 3,919,542
現状維

持

引き続き、小規模事業者の経営基
盤強化を目的とした商工会及び商
工会議所が行う経営改善普及に資
する事業を継続する。

－ ④ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催を活用するなどして対
応済。

－ ⑦ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催を活用するなどして対
応済。

○ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催等により、コロナ渦の
状況に応じた事業内容の見直しを
図った。

○

小規模事業の見直し事項につい
て、実現性・実効性のある内容とす
るため、他県における比較を実施
し、庁内協議を進めているところ。

平成22年に道がとりまとめた「商工
会・商工会議所の振興方策」等の検
証・分析を改めて行い、実現性・実
効性のあるものとなるよう、早急に
団体と協議を進め、令和３年度中に
取組内容の具体化を検討すること。

現状維
持

小規模事業の見直し事項につい
て、実現性・実効性のある内容とす
るため、他県における比較を実施
し、庁内協議を進めているところ。

0417 一般
北海道商工会連合会指導事業費補
助金

②

商工会の健全な運営と活動を促進
するため、商工会の指導機関である
北海道商工会連合会が行う指導事
業に要する経費の一部に対し補助
する。

中小企
業課

0 356,938 356,938 0.3 0.0 0.3 359,281
現状維

持
引き続き、商工会の健全な運営と活
動を促進する指導事業を継続する。

－ ④ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催を活用するなどして対
応済。

－ ⑦ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催を活用するなどして対
応済。

○ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催等により、コロナ渦の
状況に応じた事業内容の見直しを
図った。

○

団体から提出された人員の適正化
に向けた計画について定量的な分
析を行うとともに、さらに妥当性を確
保するべく、他県との比較を実施
し、庁内協議を進めているところ。

抜本的な業務内容の再検討を行
い、必要な業務量に応じた人員の
適正化・スリム化に向けた計画につ
いて、団体と協議を終わらせ、令和
３年度中に確実に策定すること。

現状維
持

団体から提出された人員の適正化
に向けた計画について定量的な分
析を行うとともに、さらに妥当性を確
保するべく、他県との比較を実施
し、庁内協議を進めているところ。

0418 一般 商工会議所指導事業費補助金 ②

商工会議所の健全な運営と活動を
促進するため、商工会議所の指導
機関である（一社）北海道商工会議
所連合会が行う指導事業に要する
経費の一部に対し補助する。

中小企
業課

0 34,568 34,568 0.3 0.0 0.3 36,911 現状維
持

引き続き、商工会議所の健全な運
営と活動を促進する指導事業を継
続する。

－ ④ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催を活用するなどして対
応済。

－ ⑦ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催を活用するなどして対
応済。

○ ①

直接・対面型の事業内容ではある
が、すでに可能な範囲において、オ
ンライン開催等により、コロナ渦の
状況に応じた事業内容の見直しを
図った。

現状維
持

0419 一般
商工団体指導事業費（経営対策諸
費）

④ 小規模事業振興指導費補助金の確
定に係る審査事務

中小企
業課

0 201 201 1.3 0.0 1.3 10,354 現状維
持

引き続き、補助金の適正な執行に
係る事務を継続する。

－ ④ ②

審査に必要な帳簿や証拠書類など
のオンライン化は難しい場合がある
が、相手方の可能な範囲において、
今後も見直しを検討する。

－ ⑦ ②

審査に必要な帳簿や証拠書類など
のオンライン化は難しい場合がある
が、相手方の可能な範囲において、
今後も見直しを検討する。

○ ②

審査に必要な帳簿や証拠書類など
のオンライン化は難しい場合がある
が、相手方の可能な範囲において、
今後も見直しを検討する。

現状維
持

○ ○ ○

0420 事務
商工会及び商工会議所、北海道商
工会連合会、北海道商工会議所連
合会に関すること

－

商工会法及び商工会議所法に基づ
く許認可事務、北海道商工会連合
会、北海道商工会議所連合会、各
商工会・商工会議所の行事、陳情
対応等に関する事務、現在休止事
業となっている商工会館等建設費
補助金に関する事務

中小企
業課

0 0 0 1.0 1.2 2.2 17,182
現状維

持

引き続き、法に基づく事務や、団体
の行事・要望の調整に係る事務、会
館等の状況把握に係る事務を継続
する。

－ － － － － － － －
現状維

持

0421 事務
経営改善普及事業実施体制に関す
ること

－
商工会、商工会議所が行う経営改
善普及事業に関する企画調整等に
関する事務

中小企
業課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、経営改善普及び事業実
施体制に係る事務を継続する。

－ － － － － － － － 現状維
持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 05061

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

中小・小規模企業の振興

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0422 一般
北海道中小企業団体中央会指導事
業費補助金

②

中小企業等協同組合法に基づき設
立されている北海道中小企業団体
中央会が行う中小企業等への指導
事業等及び一般振興事業に対し補
助する。

中小企
業課

0 251,307 251,307 0.3 0.0 0.3 253,650
現状維

持

中小企業等が円滑な運営を行うた
め、引き続き中央会が行う中小企業
等への指導事業及び一般拡張事業
を継続する。

－ ④ ①

組合の指導などオンライン対応が難
しい場合があるが、研修会等につい
ては、状況に応じて既にオンライン
で実施している。

－ ⑥ ①

組合の指導などオンライン対応が難
しい場合があるが、研修会等につい
ては、状況に応じて既にオンライン
で実施している。

○ ①
状況に応じ、研修会等を既にオンラ
インで実施している

○

団体から提出された人員の適正化
に向けた計画について定量的な分
析を行うとともに、さらに妥当性を確
保すべく他県との比較を実施し、庁
内協議を進めているところ。

抜本的な業務内容の再検討を行
い、必要な業務量に応じた人員の
適正化・スリム化に向けた計画につ
いて、団体と協議を終わらせ、令和
３年度中に確実に策定すること。

現状維
持

団体から提出された人員の適正化
に向けた計画について定量的な分
析を行うとともに、さらに妥当性を確
保するべく、他県との比較を実施
し、庁内協議を進めているところ。

0423 事務 中小企業の組織化に関すること －

中小企業等協同組合法、中小企業
団体の組織に関する法律に基づく、
中小企業等協同組合の設立等に係
る認可事務

中小企
業課

0 0 0 0.6 0.0 0.6 4,686 現状維
持

中小企業等競合組合の設立推進を
図るため、引き続き、中小企業等共
同組合の設立等に係る事務を継続
する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0424 事務
企業等協同組合に対する報告徴収
事務

－ 中小企業等協同組合に対する報告
徴収事務

中小企
業課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

企業等協同組合の円滑な事業を推
進していく上で、引き続き、中小企
業等協同組合に対する報告徴収事
務を継続する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0425 事務
中小企業団体による建議や要望対
応に係る事務

－ 中小企業団体による建議や要望対
応に係る事務

中小企
業課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

中小企業団体が円滑な事業を目指
していく上で、引き続き、中小企業
団体による建議や要望対応に係る
事務を継続する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0426 一般 勤労者福祉資金貸付金 －

金融機関に原資を預託して、中小
企業従業員、季節労働者及び離職
者の生活安定と福祉向上を図るた
めの低利融資を行う。

中小企
業課

0 80,805 (1) 0.5 0.0 0.5 84,710 現状維
持

引き続き、勤労者及び離職者の生
活安定と福祉向上を図ることを目的
とした低利融資を行うため、金融機
関に原資を預託する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0427 一般
北海道勤労者信用基金協会損失補
償金

－
（一財）北海道勤労者信用基金協会
に対し、代位弁済に伴う損失に対す
る補償金を支払う。

中小企
業課

0 1,312 1,312 0.5 0.0 0.5 5,217 現状維
持

引き続き、勤労者融資の円滑化を
図るため、北海道勤労者信用基金
協会の保証債務ついて、代位弁済
にかかる費用を補填する。

－ － － － － － － － 現状維
持

0428 一般 中小企業総合振興資金貸付金 ①
金融機関に原資を預託して、中小
企業者に対する融資を促進する。

中小企
業課

0 450,383,000 (556) 1.0 0.0 1.0 450,390,810
現状維

持

引き続き、中小企業者への融資促
進のため、中小企業総合振興資金
の原資を取扱金融機関に預託す
る。

○ ①②③ ①

新エネ・省エネ、環境負荷の低減を
図る施設等を導入する中小企業者
等に対し、事業実施に必要な資金
の融資メニューを用意するなどして
対応済みであるが、更なる見直し検
討の余地があるため。

－ － － － －

ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

現状維
持

省エネ・新エネ、環境負荷の低減を
図る施設等の導入する際に必要な
資金を融資する既存の制度につい
て、ＨＰでの周知やパンフレット配布
等などにより、普及啓発に努める。

0429 一般
新型コロナウイルス感染症緊急貸
付信用保証料補助金

－
新型コロナウイルス感染症緊急貸
付を利用する中小企業等の保証料
負担を軽減する。

中小企
業課

0 8,066 0 0.5 0.0 0.5 11,971 終了
新型コロナウイルス感染症緊急貸
付の取扱がR3.5.31をもって終了し
たため。

－ － － － － － － － 終了

0430 一般 北海道信用保証協会損失補償金 －
北海道信用保証協会に対し、代位
弁済に伴う損失に対する補償金を
支払う。

中小企
業課

0 815,600 685,800 1.0 0.0 1.0 823,410 現状維
持

引き続き、中小企業融資の円滑化
を図るため、北海道信用保証協会
の保証債務ついて、代位弁済にか
かる費用を補填する。

－ － － － － － － － ○

第19次契約の終了年度にあたる令
和3年度には、二次政策評価意見も
踏まえ、次期第20次契約に向けた
見直しを検討する。

第19次契約終了時には、他県にお
ける損失補償の目的や措置内容の
ほか、協会の財務状況や道内の経
済情勢等を十分に勘案し、損失補
償の必要性も含め協会の自立的経
営に向けた見直しを検討すること。

現状維
持

損失補償の補填率引下げは、協会
の保証承諾姿勢の後退につなが
り、企業への円滑な資金供給に大き
な支障を来すことになる。こうした
中、現在、コロナ禍の収束が見通せ
ない状況であること等を考慮し、第
20次契約においては、現行と同条
件での補填割合を継続することとし
た。

0431 一般 移動中小企業経営相談事業費 ②

中小企業者に対し、道の融資制度
等の周知を図るとともに、金融の相
談及び経営に関する助言・指導等を
行う。

中小企
業課

0 1,524 115 0.5 0.0 0.5 5,429 現状維
持

引き続き、災害や大型倒産等の発
生した地域において、相談窓口を設
置する必要があるため。

－ ④ ①

可能な範囲で対応済。相手方がオ
ンラインに対応できれば対応可能だ
が、災害等の発生した地域において
は、オンライン化が難しい場合があ
る。

－ ⑦ ①

可能な範囲で対応済。相手方がオ
ンラインに対応できれば対応可能だ
が、災害等の発生した地域において
は、オンライン化が難しい場合があ
る。

○ ①

可能な範囲で対応済。相手方がオ
ンラインに対応できれば対応可能だ
が、災害等の発生した地域において
は、オンライン化が難しい場合があ
る。

現状維
持

0432 事務 信用保証協会に対する指導・監督 －
信用保証協会法に基づく、北海道
信用保証協会に対する指導及び監
督に関する業務

中小企
業課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、信用保証協会法に基づ
き、北海道信用保証協会に対する
指導及び監督に関する業務を行う
ため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0433 事務 金融相談業務 －
金融支援施策に関する照会及び相
談対応に関する業務

中小企
業課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905
現状維

持
引き続き、金融施策に関する照会
及び相談について対応するため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0434 一般
新型コロナウイルス感染症対応資
金利子補給費補助金

－

新型コロナウイルス感染症対応資
金の取扱金融機関に対し、無利子
融資に伴う利子相当分を助成する
事業の実施に要する経費を補助す
る。

中小企
業課

3,713,884 9,504,600 0 0.5 0.0 0.5 9,508,505
現状維

持

引き続き、新型コロナウイルス感染
症対応資金を借入している事業者
の利子相当分の補助を継続するた
め。

－ － － － － － － － 現状維
持

0435 一般 北海道信用保証協会保証料補給金 －

北海道信用保証協会に対し、新型
コロナウイルス感染症対応資金に
かかる保証料の減免に要する経費
を補給金として支払う。

中小企
業課

364,721 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 終了
新型コロナウイルス感染症対応資
金の取扱いがR3.5.31をもって終了
したため。

－ － － － － － － － 終了

0436 事務 高度化資金貸付事業費 －

中小企業の連携、事業の共同化、
中小企業の集積の活性化等に必要
な資金の一部を貸付。納入通知、督
促、条件変更事務、貸付先との面
接、連帯保証人調査、関係機関との
調整、公債費等償還に関する事務

中小企
業課

0 328,695 10,483 2.0 0.0 2.0 344,315
現状維

持

引き続き、中小企業の連携、事業の
共同化、中小企業の集積の活性化
等を支援するため、高度化資金貸
付事業を推進する。

－ － － － － － － －
現状維

持

0437 事務 設備導入資金貸付事業費 －

小規模企業者等の創業及び経営基
盤強化に必要な設備導入支援のた
め、北海道中小企業総合支援セン
ターが実施した設備導入資金事業
に係る貸付債権の管理に必要な経
費を補助。小規模企業者等設備導
入資金貸付債権の管理。

中小企
業課

0 716 0 0.4 0.0 0.4 3,840
現状維

持

引き続き、小規模企業者等の創業
及び経営基盤強化を図るため、設
備導入資金貸付事業を推進する。

－ － － － － － － －
現状維

持

0438 事務 設備貸与資金貸付事業費 －

小規模企業者等の創業及び経営の
革新に必要な設備の導入を支援す
るため、（公財）北海道中小企業総
合支援センターが実施する設備貸
与事業に対し、必要な資金を貸し付
ける。
・貸付金収入に係る公債費等の償
還に関する事務。

中小企
業課

0 901,967 300,000 0.4 0.0 0.4 905,091
現状維

持

引き続き、小規模企業者等の創業
及び経営の革新を図るため、設備
貸与資金貸付事業を推進する。

－ － － － － － － －
現状維

持

0439 事務 国庫返納金業費 －
設備貸与資金（旧制度）、設備導入
資金の制度廃止に伴う、未貸付金
等の国への償還等に関する事務。

中小企
業課

0 145,084 0 0.2 0.0 0.2 146,646 現状維
持

政令に基づき、前年度に貸付先か
ら納付のあった償還金を、翌年度の
８月３１日までに国へ償還する。

－ － － － － － － － 現状維
持

4,078,605 467,323,140 5,903,336 29.5 9.2 38.7 ■令和４年度　新規事業

地域企業デジタル技術活用支援事業費、中小・小規模企業新事業展開・販売促進支援事業費補助金、地域課題解決型起
業支援事業（創生交付金）、中小・小規模企業経営安定化対策専門家派遣事業、水産加工関連事業者向け伴走型集中支援
事業費

計
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